別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名: 事業継続計画普及促進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


          （この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

　　　　　　　　　　商工労働部　商工政策課　政策企画担当　電話番号：058-272-1111（内3042）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11351@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：600千円（前年度予算額：700千円）
	事業内容


	１　事業の内容


企業の経営戦略の一環である事業継続計画（ＢＣＰ）の更なる普及を促進するため、図上訓練など、より実践的なセミナーを開催することにより、単なる啓発から普及に向け一歩踏み込んだ展開を図る。また、先進的な取り組みを行っている企業や大学、行政機関を中心に２２年度立ち上げ予定の「岐阜県版ＢＣＰ策定研究会」において、中小企業向け「岐阜県版ＢＣＰ」の策定及び県内企業の連携体制の検討等を実施。
(1)事業継続計画（ＢＣＰ）セミナーの開催

  ①ＢＣＰ啓発セミナーの開催

· 県内企業にＢＣＰの概要を周知し、取り組み開始の意識付けを行うセミナーを開催。

　②実践形セミナー（机上訓練）の開催

· 緊急事態発生時における対応の図上訓練を行い、その課程の中で参加企業のＢＣＰを実際に策定する実践型セミナーの開催。
(2)「岐阜県版ＢＣＰ策定研究会」の運営

· 先進的な取り組みを行っている企業や大学、行政機関を中心に平成２２年度中に立ち上げ予定の「岐阜県版ＢＣＰ策定研究会」において、ＢＣＰを専門とする専門機関よりアドバイザーを招き、中小企業向け「岐阜県版ＢＣＰ」の策定及び県内企業の連携体制の検討等を実施。
	２　所要経費


(1)事業継続計画（ＢＣＰ）セミナーの開催　３１８千円

  ・会場借上料、チラシ作成 、講師料等
(2)「岐阜県版ＢＣＰ策定研究会」の運営　　２８２千円

　・会場借上料、講師料（アドバイザー）等

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

· 　６　社会資本の安全性が高く災害への備えが整った地域をつくる
· 県内事業所の事業継続計画（ＢＣＰ）策定を進めることにより、企業は、非常事態においても中核事業を一定レベル継続することが可能となり、県経済全体への影響を軽減させる。

	２　これまでの取組状況


· 平成１９年５月に大垣共立銀行と締結した「防災協力に関する協定」に基づき、大地　震発生を想定したセミナーを平成１９年度より３年間に渡り開催。平成２２年度につ　いても県内２会場（大垣・各務原）で１０月に開催。

· 平成２１年１１月に新型インフルエンザ対策に特化したセミナーを県内３か所で開　　催。

· 産業支援団体職員を対象に、ＢＣＰの普及・相談業務を担う人材育成を目指した「Ｂ　ＣＰ普及中核人材養成講座」を平成２２年１１月に計５日間開催。
	３　これまでの取組に対する評価


セミナーの開催等により、県内事業者の事業継続計画（ＢＣＰ）の認知向上や、その意義、必要性について理解を深めることができた。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	700

	要求額
	600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	600
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